土 地 売 買 契 約 書

　　　　　　売主　　　　　　　　　　　　　　　　と買主　　　　　　　　　　　　　　との間に土地売買に関し
左の通り契約を締結する。

第 一 条 （売買の目的物及価格） 売主は末尾記載の物件を価格　金　　　　　    　　　　　円也　にて買主に売渡
し買主は之を買受けるものとする。

第 二 条 （手付金） 本契約締結と同時に買主は売主に対し手付金として　金    　　　　　　　　　　円也　を支払
い売主は之を受領した。
この手付金は後に定める残代金授受のときに之を売買代金の一部に充当するものとする。
第 三 条 （売主の引渡義務） 売主は買主又は買主の指定する者に対し　　　　　　　年　　　　月　　　　日までに本物件を
完全に明渡し、且つ所有権の移転登記申請の手続を完了しなければならない。但し所有権移転登記に要す
る費用は買主の負担とする。
本件土地に抵当権質権先取特権又は賃借権の登記等本物件の所有権行使を阻害する一切の負担は、売主
の責任において所有権移転のときまでに完全に抹消しなければならない。
第 四 条 （地積） 本件土地の地積を明確にするため売主は　　　　　　日以内に買主に対し境界を指示する地形図を手
交するものとする。但しその地積に増減ありたるときは、末尾の物件表示の記載によるものとする。

第 五 条 （買主の代金支払義務） 買主は売主が第三条及第四条所定の手続一切を完了すると同時に、売主に対して
残代金　金　　　 　　　　　　　　　円也　を支払わなければならない。

第 六 条 （収益及負担の帰属） 本物件より生ずる収益又は本物件に賦課される公租公課等の負担はすべて本物件引
渡のときを境とし日割計算によって精算する。
第 七 条 （危険負担） 本契約締結後本物件引渡完了までの間に、売主の故意又は過失によらずして本物件の全部又
は一部が流失、陥没、其他の毀損を生じたとき、及び公用徴収、建設制限、道路編入等の負担が課せられ

ときは、その損失は売主の負担とする。
前項に定める毀損又は負担によって本契約を締結した目的を達することが出来ないときは、買主は本契約
を解除することができる。
本条に基いて買主が本契約を解除したときは、売主は既に受取った手付金を買主に返還しなければならい。

第 八 条 （失権約款） 本契約の当事者の一方が、本契約の諸条項に違背したときは、その相手方は何等の催告を要せ
ず本契約を即時解除することができる。

第 九 条 （違約金） 前条に定める契約解除が売主の義務不履行に基くときは、売主は既に受取った手付金の倍額を
買主に支払わなければならない。又買主の義務不履行に基くときは、既に売主に対して支払った手付金の
返還を請求することができない。

第 十 条  本契約書に定めなき事項については法規並に慣習に従うものとし、尚売主、買主共に誠意を以て協議善処
しなければならない。

第十一条
　
　　　　　   売買物件の表示

平方メートル　（但し登記簿上、実測上）

    右後日の証として本契約書　　　　　　通を作成し各自署名捺印の上、各壱通を所持する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

売　主　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

買　主　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

立会人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ㊞
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